
第８章

インドネシアの二輪車産業

――地場企業の能力形成と産業基盤の拡大――

佐 藤　百 合　

はじめに

　インドネシアは，中国，インドに次ぐ世界第３位の二輪車生産大国である。

年間生産台数は，アジア通貨危機でいったん落ち込んだものの，２０００年以降

に急速に増大し，２００４年には危機前の２倍の約４００万台，２００５年には５００万台

に達した。人口大国であるこの３カ国の二輪車産業は，生産規模が大きく増

加率も高い点で共通している。

　だが，インドネシアの二輪車産業は，いくつかの点で中国，インドとは著

しく異なっている。中国とインドは部品・原材料から機械設備までほとんど

国産品を用いて生産し，製品の一部を輸出に向けている。国内の素材・部品

産業や関連機械産業などの産業基盤を活用する形で二輪車産業が発展してい

る。そして，それら産業資源の統合者たる完成車企業（本書第１章第２節参照）

として，地場企業が確たる地歩を築いている。二輪車の輸出も，こうした地

場完成車企業が主導する戦略である。これとは逆にインドネシアの場合は，

国内に関連産業の基盤のないところに組立生産が日本の技術によって移植さ

れ，そこから二輪車産業の発展が始まった。現在でも部品の一部，原材料の

多くを輸入に依存する一方，製品輸出は少ない。産業の主役は日系完成車企

業であり，日本ブランド二輪車が市場の９割を占め，輸出戦略は採られてい



ない。機械産業のなかで電子機器や四輪車に較べても，二輪車産業は輸出比

率が低く，国内市場向け産業の性格が強い。ただし，付記しておくべきは，

輸出向け生産がほとんどないにもかかわらず，二輪車産業が製造業付加価値

生産額に占める比重は３�２％（２００２年）で，中国やインド，他のアジア諸国の

なかで最も高いことである（１）。インドネシアの二輪車産業は，基幹産業とは

いえないまでも，国内での位置づけが相対的に大きい産業なのである。

　産業基盤がないところに組立生産の移植から産業が創始され，日系完成車

企業が産業の要を握る点で，インドネシアとタイの二輪車産業はよく似てい

る。日本の直接投資が１９６０年代以来の輸入代替工業化のひとつの原動力で

あったことが，両国に共通した背景である。しかし，タイはプラザ合意以降

の円高にともなう日本企業の対外進出ラッシュの主たる受け皿となり，１９８０

年代後半から１９９０年代前半にかけて大量の日本投資を引きつけた。しかもタ

イは，１９９１～１９９３年に四輪車・二輪車政策を保護から自由化へと切り替えた。

同じ頃インドネシアは，四輪車・二輪車の国民車構想を打ち出すといった経

済ナショナリズムに傾き，外国投資の自由化は１９９４年，自動車政策の自由化

への転換は１９９９年まで遅れた（２）。タイとインドネシアの機械部品産業にお

ける日系企業の層の厚みに決定的な差がつき始めるのは，１９９１～１９９３年あた

りが分岐点であったと考えられる。

　以上のように，インドネシアの二輪車産業は，絶対的な生産規模が大きく，

とくに近年の拡大が著しい。国内の産業基盤がないところに組立から創始さ

れた内需向け産業だが，国内での相対的位置づけは大きい。そして，日系完

成車企業および日本ブランドの支配力が強いが，タイほどの日系企業の集積

はない。これが他国と比較したインドネシア二輪車産業の特性である。こう

した産業特性の下で，インドネシアの地場企業が技術的能力を向上させてき

たのかどうかを明らかにすることが，本章の課題である。具体的には，近年

の生産急拡大という変化が地場企業の能力形成にどのような影響を及ぼして

いるか，日本ブランドの支配は地場企業の能力形成にとって牽引役なのか，

あるいは障壁なのかを検討する。地場企業の発展可能性という本書全体の
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テーマに即してこうした点を分析しながら，最終的には，インドネシアの二

輪車産業がインドネシアの産業発展と地場企業発展にとっていかなる役割を

果たしているかについて考えてみたい。インドネシアの二輪車産業について

は，����［１９９７］と����［１９９８�］が経済危機前の１９９６年までの状況を，それ

ぞれ組立企業の技術力，部品企業の取引ネットワークを中心に分析している。

本章は，これらの先行研究を踏まえつつ，とくに２０００年以降の生産拡大局面

に焦点を当ててインドネシア二輪車産業の新たな変化を明らかにする。

　続く第１節では，本章の分析の前提となるインドネシア二輪車産業の「日

本ブランド寡占体制」と産業発展過程を概観する。次に第２節で，危機後の

生産急拡大とともに生じた生産構造の変化を，日系完成車企業，日系部品企

業，地場部品企業のそれぞれの視点から観察する。全体として「日本ブラン

ド寡占体制」が地場部品企業にも浸透していったことを示す。こうした構造

変化を踏まえたうえで，第３節で地場企業の能力にどのような向上と限界が

みられるかを分析する。具体的には，地場ブランド二輪車を開発した地場完

成車企業，生産急拡大と利潤減少に対応する地場部品企業，部品生産を支え

る素形材・金型産業にかかわる地場企業について検討する。そして最後に本

章の分析をまとめ，インドネシアの産業発展と地場企業発展における二輪車

産業の役割を考察する。

第１節　生産販売体制と産業発展過程

　１．日本ブランド寡占体制

　

　インドネシアの二輪車生産販売において，日本ブランドの強さは顕著であ

る。ホンダ，ヤマハ，スズキ，カワサキの４つの日本ブランドは，２０００～２００１

年を例外として９割以上の市場シェアを維持している（図１）。２０００年に中国

車等（３）が１８％までシェアを拡大したが，短期間で日本ブランドに敗退した。
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ピアジオ（イタリア），キムコ（台湾，光陽工業）のシェアも１％に満たない。

　ごく少数の日本ブランドが現地での部品生産，完成車の生産，完成車の流

通販売において一貫して強い支配力をもつ体制を，本章では「日本ブランド

寡占体制」と呼ぶことにする。この体制の要を握るのは，ブランド保持者で

ある日本二輪車メーカーがそれぞれ直接出資する日系完成車企業である。こ

れらの日系完成車企業に，日系，地場，台湾系などの部品企業群が日本ブラ

ンド二輪車用の部品を供給する。

　「日本ブランド寡占体制」はタイ，インドネシア共通の特性である。しかし，

タイの日系完成車企業は日本側の独資または過半出資であるのに対し，イン

ドネシアではヤマハを除いて現地パートナーの出資比率が５０％前後と高い。

部品生産においてもタイは日系企業のプレゼンスが大きい。また，日本の二

輪車メーカー各社はタイに設計や試作品の検査などの製品開発機能を移管し

部品企業との共同作業を増やしているが，インドネシアでは開発といっても

外観デザインを行う程度である。したがって，タイでは擬似日本的な取引関

係が実現している（第７章参照）。それに較べてインドネシアでは「寡占体制」

内に日本以外の担い手がより多く存在し，擬似日本的な色彩は相対的に弱い。
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図１　ブランド別二輪車市場の構成（1995～2004年）

（注）「中国車等」とはAISI非加盟企業群（本文注３参照）を指す。地場ブランド１社を含む。

（出所）インドネシア二輪車工業会（AISI）資料より作成。
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にもかかわらず，日本ブランドが深く浸透し，日本ブランド生産体制が構築

されている点には変わりがない。

　インドネシアで日本ブランド車の流通販売を担うのは地場資本であり，ブ

ランド別の専売店制が主流になっている。ホンダはほとんどが専売店，ヤマ

ハ，スズキは約３分の２が専売店である。たとえば，ホンダは販売店１２００店

舗（うち７００店舗がアフターサービス兼営）とアフターサービス専門店１０００店舗，

合計２２００店舗を全国に展開している（４）。この充実したブランド別販売サー

ビス網が，新規参入者にとって高い参入障壁となっている。

　中国車がインドネシアで敗退した主因は，「日本ブランド寡占体制」が生み

出す安定した品質と充実した販売サービスであった。インドネシアの消費者

は，最初は中国車の廉価に飛びついたものの，数カ月で故障が出始め，サー

ビス専門店も見当たらず，スペアパーツ探しも一苦労，売ろうにも中古車価

格がつかないという経験をし，そうした悪評が定着して中国車ブームは短命

に終わった。すなわち，１９７０年代以来，長年にわたって日本ブランドが保証

する品質とサービスに慣らされてきた消費者が「日本ブランド寡占体制」を

支えているともいえる。消費者が品質重視，サービス重視という性向をもつ

「日本企業に作り込まれた市場」（佐藤［２００５��１０４］）だからこそ，「日本ブラン

ド寡占体制」が強みを発揮する。こうしたインドネシア市場の特性は，品質

とサービスに無頓着な消費者と模倣による低価格競争に特徴づけられた初期

中国の二輪車市場とは対照的である。

　２．生産拡大と利潤減少

　インドネシアにおける二輪車生産台数の推移を図２に示した。右肩上がり

の持続的な生産拡大は，１９９０年あたりから始まっている。１９８９年までを二輪

車産業発展の助走期，１９９０年以降を生産拡大期としておこう。生産拡大期へ

の移行をもたらした主な要因は，所得水準の上昇と割賦販売の普及である。

１人当たり国民所得は１９８９年に５００ドルを超え，１９９０年から上昇軌道に乗った。
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折しも１９８８年の金融自由化を機に割賦販売制が普及し，二輪車購入に要する

初期資金（頭金）が低下して所得とのギャップが大幅に縮小した。

　二輪車の生産拡大は，通貨危機で１９９８～１９９９年に一時落ち込んだ後にさら

なる加速をみせている。所得の伸びは危機後に鈍化したが，逆に二輪車生産

の成長率は危機前の年率２６％（１９９０～１９９７年平均）から４３％（２０００～２００５年平

均）へ一段と上昇した。この背景には，金利低下などによる割賦条件の柔軟化，

未整備な公共交通機関に較べた二輪車のコスト安と利便性があるが，より重

要なのは二輪車の低価格化による新規需要の喚起である。

　二輪車の低価格化は，２０００年の中国車ブームを先駆けとし，２００２年以降の

日本ブランド低価格モデルの投入で本格化した。政府は，１９９９年の新自動車

政策により四輪車・二輪車の国産化から自由化へと方針を転換し，総代理店

制を廃止して完成車・部品の輸入を自由化した。これを受けて，中国ブラン

ド二輪車の輸入・組立が急増し，日本ブランド車の６～７割の価格で中国車

が市場に参入した（５）。中国車ブームは一時的現象に終わったが，低価格車へ
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図２　インドネシアの二輪車生産台数の推移

（出所）インドネシア二輪車工業会（AISI）。
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の需要が喚起された。この新規需要を狙って，まずスズキが，次いでヤマハ，

ホンダが２００２～２００３年に標準モデルの８割程度の価格で低価格モデルを投入

した。低価格モデルの市場シェアは２３％（２００３年）から４３％（２００４年）に急上

昇し，市場の拡大を促進した（佐藤［２００５��１０７］）。

　ここで注目したいのは，生産拡大が加速しながらも，図３にみるように２００３

年あたりを境にして生産者の利潤が増加から減少に転じたとみられることで

ある（６）。生産拡大・利潤増加期から生産拡大・利潤減少期への移行と捉えら

れる。就業者１人当たり売上高は，危機前の水準に較べて危機後に大きく上

昇している。その理由には，危機時に縮小した雇用の再拡大を抑えながら生

産を拡大させている企業が多いこと，生産拡大にともなって設備増強や生産

技術の向上がみられることが考えられる。こうした労働生産性の上昇にもか

かわらず１人当たり利益が減少しているのは，鋼材などの原材料費，燃料費，

人件費といった投入コストが軒並み上昇する一方，二輪車の低価格化でコス

ト増を価格に転嫁できなくなったことが主因であろう。完成車企業の売上高

合計を生産台数で割って算出した二輪車の平均価格は，名目価格，実質価格

ともに２００２年以降低下している（図４）。これをブランド別にみると，平均価

格の低下は中国車ではなく日本ブランド低価格モデルの投入によるものであ

ることが確認できる（図５）。インドネシアでは，中国で起きたような後発企

業の模倣による価格崩落ではなく，日系企業の価格戦略によって低価格化が

起き，市場拡大・利潤減少期に移行したと考えられる。

　インドネシアの二輪車産業は，長い助走期を経て１９９０年から生産拡大期に

入り，危機後に生産拡大を加速させながら利潤増加期から利潤減少期へと移

行した。本稿が分析の対象にするのは，生産急拡大と利潤減少に特徴づけら

れる最新の局面である。
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図３　二輪車部品企業の労働生産性と利益率

（出所）筆者の二輪車部品企業調査に基づく。
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第２節　日本ブランド寡占体制の深化

　２０００年以降に二輪車生産が急拡大するなかで，日本ブランド二輪車の生産

体制はどのように変化しただろうか。主たる担い手である日系完成車企業，

日系部品企業，地場部品企業について，それぞれの変化を観察する。

　１．日系完成車企業――部品調達の現地シフト

　日系完成車企業の二輪車生産における際立った変化は，部品の調達を輸入

から現地にシフトしたことである（表１）。部品調達額全体に占める輸入調達

の割合は２００１年以前までの５７％から２００３～２００５年には９％に激減した。とく

に日本からの輸入の減少は顕著で，���輸入はなくなり，ボルトや精密部品

などごくわずかな品目を輸入するのみとなった。タイ，マレーシア，ベトナ

　第８章　インドネシアの二輪車産業　���

（出所）図４に同じ。

図５　二輪車平均名目価格のブランド別比較
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ムから，一部の完成車企業は中国からの調達もあるが，これらアジア域内調

達が増える傾向にはない。輸入に代わって４４％から９１％へと増加したのがイ

ンドネシア国内での調達である。インドネシアの日系完成車各社はピストン，

ホイールリム，マフラーを一部内製するなど内製率が高いことで知られるが，

それでも現地の部品企業からの調達が全体の７８％を占めるまでになった。巨

大市場の顕在化とともに，インドネシア国内での部品生産がにわかに重要性

を増したのである。

　この著しい部品調達の現地シフトは，為替レートの変動と，中国車ブーム

に刺激された市場の勃興がその原動力であったと考えられる。１９９７年の通貨

危機によってルピアは約４分の１に減価し，輸入コストは４倍になった。危

機後の二輪車価格の引き上げはせいぜい２倍どまりで日系完成車各社はコス

トアップを吸収しきれずにいたところに，中国車ブームが起きて低価格志向

の市場が拡大した。価格引き上げという選択肢がない以上，市場の需要に応

えるには割高な部品輸入を現地調達に切り替えて，コスト低減を図らざるを

えなくなったのである（７）。市場の急拡大も，部品の市場立地シフトに有利に

働いた。インドネシア政府は，１９７７年以来，二輪車部品国産化政策を実施し

てきたが（８），１９９９年に国産化規制が完全撤廃された直後に本格的な部品調達

の現地シフトが実現したのは皮肉な結果であった。自由化政策への転換が，
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表１　日系完成車企業の部品調達額の現地シフト
（％）

2003～20052001年以前

100100合　　計

輸入調達

　　日本からの輸入

　　アジア域内からの輸入

インドネシア国内調達

　　内製

　　現地調達

57

51

6

44

10

34

9

4

4

91

13

78

部品調達源

（注）日系完成車企業３社の単純平均。

（出所）日系完成車企業各社での聞き取り調査に基づく。



市場の勃興を促し間接的に現地調達シフトを後押ししたのであった。

　２．日系部品企業――日本ブランド部品生産の中心的主体

　日本ブランドが二輪車市場の９割を占め，かつ部品調達額の９割が現地で

調達されるようになったことは，日本ブランド寡占体制が２００３年以降，完成

車産業のみならず部品産業においても構築されたことを意味する。

　日系完成車企業の現地での部品調達先（一次サプライヤー）の構成をみると

（表２），日系部品企業が企業数で４７％，調達額では７１％を占め，地場部品企

業はそれぞれ４４％，２７％にとどまっている。日系部品企業は，タイ（企業数

の約６０％，調達額の８５％）に較べれば比重が低いものの，サプライヤー構成の

中心に位置している。そのなかでもホンダとヤマハの場合には，日本の本社

が直接・間接に出資する数社の部品企業が調達額で高い比重を占め，各完成

車企業による内製とともに現地部品生産体制の中核をなしている。これら

メーカー直系の日系企業は，エンジン鋳造部品，ギア，シャフト類，ブレー

キ，電装品などの付加価値の高い部品を担当しているために調達額が大きい。

それに次ぐ主要部品をその他の日系や台湾系が生産し，プレス・溶接を中心

とする相対的に低付加価値の部品を地場企業が担当するという三重構造がで

きている。

　日系部品企業の進出時期をみると，１９７１～１９７９年，１９９４～１９９７年，２００１年

以降の３回の波があり，２００１～２００４年に少なくとも２７社の二輪車部品企業が

設立されている（佐藤［２００５��１１０］）。この日系部品企業の第３の進出の波が，部

品調達の現地シフトを可能にした重要な要因であることは間違いない。たと

えば，ホンダは２００３年のケーヒンのインドネシア進出を機に，タイと日本か

ら輸入していたアンダーボーン車種のキャブレターを１００％現地調達に切り

替えた。部品生産体制の中核を構成するモリック（ヤマハ出資，電装品）やア

ツミテック（ホンダ出資，ギアシャフト）のインドネシア法人も２００１年の設立

である。興味深いのは，タイで日系部品企業の進出ラッシュが起きた１９８０年
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表
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日
系
完
成
車
企
業
へ
の
一
次
サ
プ
ラ
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ヤ
ー
の
所
有
別
構
成
（
20
04
～
20
05
年
）

ホ
ン
ダ

ヤ
マ
ハ

ス
ズ
キ

所
有
別
分
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企
業
数
 

（
社
）
  
（
％
）

調
達
額

（
％
）

企
業
数
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社
）
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％
）

調
達
額
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）

企
業
数
 

（
社
）
  
（
％
）

調
達
額

（
％
）

企
業
数
（
1）

（
％
）

調
達
額
（
1）

（
％
）

日
系
企
業

　
う
ち
出
資
企
業
（
2）

非
日
系
外
資
企
業

地
場
企
業

そ
の
他
・
不
明
（
3）

（
注
）
１
．
日
系
完
成
車
企
業
３
社
の
単
純
平
均
。

　
　
　
２
．
各
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ラ
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ド
の
日
本
本
社
，
タ
イ
，
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
現
地
法
人
，
ま
た
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
完
成
車
企
業
に
よ
る
直
接
出
資
部
品
会
社
。

　
　
　
　
　
た
だ
し
，
ヤ
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ハ
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
現
地
法
人
の
子
会
社
の
み
。

　
　
　
３
．
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の
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と
は
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易
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ど
の
非
部
品
製
造
企
業
。
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査
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種
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0
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0
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0

47
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33 8 2 58 7

43 11 3 77 9

67 55 3 29 1

58 3 8 25 8

70 3 10 30 10

 n
.a
.

37

 n
.a
.

 n
.a
.

 n
.a
.

50 2 50  －

60 2 60  －

75

 n
.a
.

25  －



代末から１９９０年代前半は，インドネシアへの日系部品企業の進出は低調だっ

たことである。この違いが，インドネシアにおける本格的な部品調達の現地

シフトがタイより１０年ほど遅れた大きな理由であろう。

　第２波以降に進出した日系部品企業には，ホンダ，ヤマハのいずれかと日

本で取引関係をもつ関係会社が増えている。その一方，完成車企業各社は，

日本の工場をはるかに上回る生産規模となったため，従来の１品目１社調達

を２～３社調達に変更してリスク分散を図っている。その結果，日系部品企

業の多くは，関係ある特定ブランドを主たる納入先としつつ，副次的に他の

ブランドへの納入も行う取引パターンが主流となる傾向にある（９）。一次サ

プライヤーである日系部品企業による二次サプライヤーの活用度は，扱う部

品によってばらつきが大きいが，近年の生産急拡大に対して第１に自社の内

製，第２に日系二次サプライヤーからの調達の拡大で対応している傾向がう

かがえる（１０）。これは，日系部品企業間の取引関係が階層化あるいはネット

ワーク化しつつあることを意味している。

　日系企業が日本ブランド部品生産の中心的主体であるとすれば，地場部品

企業は外縁的な位置づけにある。ただし，ブランド別にみると完成車企業の

生産規模や資本所有のあり方などによって地場サプライヤーの比重に差異が

ある。実質的に１００％出資であるヤマハは，日系企業の活用度が高く，また台

湾ヤマハでの取引関係などから台湾系企業が１０社あるのも特徴的である。そ

の結果，地場部品企業は３０社（２００４年）と少ない。逆に，生産規模が最も大

きく，機械工業最大手のアストラ・グループとの折半出資で完成車企業をも

つホンダは，地場部品企業の比重が高く７７社（２００４年）から調達している。

　３．地場部品企業――日本ブランド寡占体制の浸透

　二輪車生産の年率４３％での急拡大と，日系完成車企業による部品調達の現

地シフトが重なったために，インドネシア国内の二輪車部品需要は２０００～

２００５年に年率平均６０％もの速さで拡大した。地場部品企業は，供給部品の付
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加価値の多寡からみれば外縁的位置づけにすぎないが，部品供給の量的な拡

大にとっては主たる担い手になった。とりわけ生産規模の大きいホンダが多

くの地場部品企業を活用していることのインパクトは大きい。

　日系部品企業は２００１年以降に新規進出の波があったが，これに対して日本

ブランド車の地場一次サプライヤーには新規参入の大きなうねりがあった形

跡は認められない。地場部品企業に起きた変化は，新規参入よりもむしろ既

存企業の大規模化であったとみられる。

　筆者は２００４年と２００５年に地場二輪車部品企業の調査を行った。二輪車部品

製造に一次サプライヤーとして従事する企業数は２００５年時点で２２０社程度と

推定され，そのうち日系企業が８０社強，非日系外資系が２０社弱，地場企業が

約１２０社，うち８０社ほどが日本ブランド用部品を製造していると推定され

る（１１）。約８０社という地場部品企業数は，危機前に較べて増加しておらず，む

しろ危機で淘汰された可能性がある（１２）。この約８０社のなかから１５社の一次

部品サプライヤーを選び，加えて７社の二次サプライヤーまたは補修部品企

業，３社の金型サプライヤー，合計２５社の地場企業を対象にして訪問面接調査

を行った（１３）（章末の付表を参照）。この調査に基づいて，地場部品企業の納入関

係を以下にみよう。

　図６にみるように，調査対象となった地場企業の取り扱いブランド数は１

～２ブランドが７割を占め，特定ブランド専業志向が認められる一方，多ブ

ランド兼業型も併存している。主要納入先の数は４～６社が４割を占め，ブ

ランド数に比して主要納入先が多い。これは，地場一次サプライヤーの多く

が二次サプライヤーを兼業している実態を反映している（付表も参照）。たと

えば，ホンダ・ブランドの部品を完成車企業に直接納入するとともに，同ブ

ランドの日系一次サプライヤーであるショーワとユタカ技研，地場一次サプ

ライヤーであるアストラ・オートパーツ社にも納入するといった具合である。

納入先の数は増える傾向にあり，納入先が多角化している。

　ところが，図７で最大の納入先との取引関係に絞って観察すると，最大納

入先のシェアは６０～８０％が最多で，しかもシェアは増大傾向にある。取引年
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数は１０年を超える企業が６割以上を占め，３０��あるいは５０��の距離を１日

に１～３回の頻度で配送する企業がほとんどである。すなわち，市場急拡大

のもとで部品取引先が多角化する一方で，長期的関係にある最重要の納入先

の比重は部品供給の量的拡大とともに著しく高まり，その他の中小規模取引

の顧客との格差が開いている。特定顧客・特定ブランド専業志向の強まりと

いえるだろう。この傾向は１９９６年調査における「非排他的な納入関係」（����

［１９９８���１３１］）と対比される近年の変化であり，とくにアルミダイキャスト，
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増えた 不変 減った
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取り扱い二輪車ブランド数

主要納入先の数

納入先の数の増減

図６　地場部品企業の取り扱いブランド数と主要納入先

（出所）筆者の地場部品企業調査に基づく。
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図７　地場部品企業の最大納入先との取引関係

（出所）図６に同じ。
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機械加工，プレス・溶接で生産が大規模化している有力地場一次サプライヤー

に認められる（１４）。

　有力地場一次サプライヤーにみられる現象として，さらに２つの点を指摘

しておきたい。ひとつは，一次サプライヤー層における部品組立（サブアセ

ンブリー）と在庫管理である。完成車企業が従来負担してきた作業の一部を

一次サプライヤーに委譲する動きであり，生産量の大きいホンダが率先して

日系部品企業に適用し，地場部品企業にも導入した。地場一次サプライヤー

による部品のサブアセンブリーは，ハンドルセット，キックスターター，ハ

ブ，ブラケットなどで導入が進んでいる。また，完成車企業の中間在庫の削

減方針にともなって，納入頻度が増し納入時間が厳格化された。地場サプラ

イヤーにとっては，部品のサブアセンブリーによって購入部材と保証負担が

増加する，在庫管理の厳格化にともなってスペースや人員の増加，在庫管理

のシステム化が必要になる，などの変化が生じる。この変化を負担と捉える

か，高付加価値化または効率化と肯定的に評価するかは，企業によってばら

つきがあるが，意義を認める企業ほど積極的に対応している。

　もうひとつの現象はブランド別分社化である。１ブランド当たりの受注量

が増大し，部品点数が増加する一方で，完全な特定ブランド専業型にはなら

ずに複数ブランドの取引を保持しようとする場合，ブランド別分社化を選択

するケースが増えている。調査対象のなかでも�社，�社，�社など複数の企

業が分社化を行っていた。�社の属する�グループの事例を図８に示した。

ブランド別に分社化する理由は，完成車企業からの訪問・指導への対応，不

良処理，受注・納入管理などはブランドごとの方がやり易く，異なるブラン

ドの類似品目の混入を防止できるからだという。すなわち，工程別分業によ

る効率性よりも，ブランド別専業化によるメリットを優先している。とはい

え，ブランド特殊な設備（金型を除く）や加工技術などの技術上の要請が強い

わけではない。特定ブランド専業サプライヤーとして取引関係を強化するこ

とのメリットを重視しているのであり，そのメリットを複数のブランドから

並行して享受しようとする仕組みがこの分社化である。
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　以上にみた地場サプライヤーの特定ブランド専業志向の強まり，大規模な

有力一次サプライヤーの出現，彼らによる部品のサブアセンブリーや在庫管

理の請負い，ブランド別分社化といった動きは，地場部品企業にも日本ブラ

ンド寡占体制が浸透してきたことの表れといえる。地場部品企業は，この体

制の要を握る日本ブランド完成車企業との最適な距離を測りつつ，日本ブラ

ンド二輪車部品の大量生産に邁進している。

第３節　地場企業の能力向上と限界

　日本ブランドが大きな支配力をもち，日系企業が中心に位置するインドネ

シアの二輪車産業において，近年の環境変化のなかで地場企業がどのような

能力を獲得しつつあるのかを本節では検討する。まず，地場ブランドを掲げ

て日本ブランド寡占体制の外側で生産を開始した地場完成車企業，次に日本

ブランド寡占体制のなかで生産拡大と利潤減少への対応を迫られる地場部品
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図８　ブランド別分社化――Dグループの事例

（出所）D社での聞き取り調査に基づく。

＊Ｄ社，Ｄa社，Ｄb社ともにプレス・溶接・機械加工（主な品目は，

　フレーム，ハンドル，フロントステップ，排気管など）。

四輪車
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Da社 Db社D社
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企業，そして最後に部品生産を支える素形材・金型産業における地場企業を

取り上げる。

　１．地場完成車企業の挑戦――カンゼンの開発と生産

　「カンゼン」という日本名をもつ二輪車ブランドがある。現地においても知

名度は高くないが，インドネシアで開発された唯一の地場ブランド二輪車で

ある。２００１年に生産を開始し，生産台数は２００４年に３万台で，市場シェアは

わずか０�７％である。しかし，日本の４ブランド以外では，中国車のサネック

ス（１５）（銭江摩托車集団，生産開始年２００１年）に次ぐ第６位の位置にあると推定

され，台湾のキムコ（同２０００年），古参のイタリアのピアジオ（同１９７１年）よ

りも上位にある（１６）。日本ブランド寡占体制に挑戦するカンゼンの開発過程

と生産体制を以下にみよう（１７）。

　カンゼンの誕生前史は１９９４年に遡る。この年，ホンダやトヨタ自動車，ダ

イハツ，いすゞなどの現地パートナーでインドネシア最大の四輪車・二輪車

メーカーであるアストラ・グループのなかに，四輪車・二輪車のインドネシア・

ブランド開発チームが発足した。当時のスハルト大統領の意向を受けて浮上

した複数の国民車構想のひとつである。二輪車開発チームは，オーストリア

の���社から技術供与を受けてエンジンの基本設計を行い，本田技研工業か

ら最終製品化の協力を得て，１９９６年にインドネシア・ブランドの二輪車，エ

クスプレッサ（��������（１８））を発表した。ところが，生産を委託した台湾企

業がこのモデルを特許登録してしまい，さらに１９９７年の通貨危機でアストラ・

グループ自体が深刻な債務危機に陥った。アストラ経営陣は，債務リストラ

の過程で二輪車開発を断念することを決定した。この決定には，ホンダ二輪

車事業をアストラに繋ぎ止めるためにも，グループ内に競合ブランドを作る

のは得策ではないとの経営陣の判断が働いたという。

　二輪車開発の時期にアストラ・グループ本社の取締役，次いで社長となっ

たリニ・スワンディ（後に２００１～２００４年に商工大臣）と，二輪車開発チームのリー
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ダーとして総勢６７人の技術陣を率いたタウフィク・ヒダヤットは，幻に終わっ

たインドネシア・ブランド二輪車計画を実現させるべく，同チームの９人を

連れてアストラを辞し，２０００年に１００％地場資本の二輪完成車企業セメスタ社

（���������	�
���	���������，２００６年に����������	
�
����
�����に社名変更）

を新設した。シティバンク出身の財務専門家であるリニが主要株主として監

査役会長に，タウフィクは開発・生産担当取締役に就いた。タウフィクは，

航空工学を修めて国営航空機会社����の研究開発部門に１０年勤めた後にア

ストラに移った経歴をもつ，生粋の技術者である。

　セメスタ社は，モデル開発にあたって，韓国でのホンダの現地パートナー

である大林自動車工業（��������	
	�，以下，大林）から技術を導入した。大

林から供与されたエンジンの図面をもとに，セメスタ社は自社仕様でモデル

全体を設計し，外観のデザインは独自に設計したという。大林はまたエンジ

ン部品のアルミダイキャスト用一番型，中古の機械加工設備を供与し，従業

員の技術研修を受け入れた。こうした大林の全面的協力を得て誕生したカン

ゼンは，明らかにホンダのアンダーボーンが原型ではあるが，インドネシア

国内で初めて設計開発され商業生産された地場ブランドの二輪車となった。

　商業生産の開始にあたって，セメスタ社は日本ブランド寡占体制の壁にぶ

つかった。日本ブランドのサプライヤー，日系はもとより地場部品企業から

も部品納入をいっさい拒否され，１００％部品輸入からスタートせざるをえな

かったのである。しかし，２００５年までの４年間に輸入は全調達額の２０％にま

で低下し，国内５７社から８０％を調達できるようになった。カンゼンの部品調

達状況をみると，日本ブランド部品とは異なる興味深い特徴がみえてくる。

　第１に，カンゼン部品の国内サプライヤー５７社の８割（４６社）は日本ブラ

ンドのサプライヤーと重なっていない。また，日系企業は１～２社しかない。

カンゼンの部品サプライヤーは，日本ブランド・サプライヤーとは異なる企

業群を形成していることになる。

　第２に，カンゼンの国内サプライヤーは非日系外資系と地場企業から成り，

日本ブランド・サプライヤーに較べて新興企業が多く，出自が多様である。た

　第８章　インドネシアの二輪車産業　���



とえば，主力７社は，韓国系，台湾系，マレーシア系（ホンダのマレーシア

での現地パートナーのインドネシア現地法人），ホンダの地場一次サプライ

ヤーが分社した地場企業，元ヤマハ従業員のスピンアウトによる企業，工業

専門学校（ポリテクニク）新卒者による起業でセメスタ社が指導・育成した企

業などである。

　第３に，日本ブランド二輪車の域内部品取引先は主にタイ，ベトナム，マ

レーシアなどの�����諸国であるのに対し，カンゼン部品の輸入取引先は韓

国，台湾，中国の３国である。タイの地場ブランドであるタイガーがエンジ

ン部品を中国から調達しているのとは異なり，セメスタ社は中国から２０種類

のエンジン・サンプルをもち帰って検討した結果，エンジン部品と電装品は

韓国と台湾で操業する日系企業から調達することにした。それ以外の部品を

中国から調達するが，中程度の品質であればほとんどの部品は中国製より国

内調達の方が２割ほど割安だという。現在，中国のサプライヤーに発注して

いるのはハブ等の部品のサブアセンブリーである。セメスタ社が自社の図面

と仕様にしたがって発注するが，中国側が先方の同種部品を提示してくる場

合は先方の図面に従う，あるいは両者の間で設計の再調整を行う。日本ブラ

ンドの部品取引関係では考えにくい慣行である。

　カンゼンの開発から生産・調達体制の構築にいたる過程で，セメスタ社は

どのような能力を獲得したといえるだろうか。ひとつは，設計・製品開発の

能力である。カンゼンはいわばホンダ・コピー車の一種であって，新製品の

開発とは見なせないとの見方もある。しかし，大林の支援を受けたとしても，

インドネシア側が主導権をとって基本設計から商業生産までの過程を完遂し

たのはこの国で初めてのことだという事実には大きな意味がある。タウフィ

ク取締役は，外国ブランド車の生産にどれほど長期間従事しても基本設計か

ら商業生産前までの過程は習得できないこと，外国の図面から離れた時に初

めて自らの頭脳を使う必要に迫られることを体得したという。同社は，販売

開始後に顧客クレームが出てクラッチの設計をやり直して台湾に再発注した。

また，中国からの調達部品とホンダ純正部品との性能の差がわずかな設計の
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違いにあることを６カ月かかって究明した。こうした経験は，日本ブランド

寡占体制内ではありえない鍛錬と能力獲得の機会をセメスタ社の技術陣に与

えたと考えられる。もうひとつ獲得したとすれば，部品生産ネットワークの

構築能力である。既存の国内サプライヤーから拒絶された孤立無援の状態か

ら出発し，国内および韓台中３国において多様な取引先との関係を開拓し，

新しい取引慣行を生み出した能力は特筆されてよい。韓国と台湾からの調達

先，そして国内の非日系外資系の一部は，日本ブランド部品の生産者であり，

東アジアにおける日本ブランド部品生産網を活用したわけであるが，その取

引関係を新規に構築したのはセメスタ社自身であった。

　タウフィク取締役は「インドネシアは，中国企業のように日本メーカーと

縁を切って競争相手になる“勇敢さ”に欠ける」という。そのインドネシア

で初めて生まれた地場ブランドの起源が，思想的にはスハルト時代の経済ナ

ショナリズムに，人材面では日本企業から多くを学習してきたアストラ・グ

ループ（１９）にあったことは，台湾の三陽工業や光陽工業などの先例にも相通ず

るところがある。しかし，カンゼンの前途は険しい。中程度の品質で量産す

る技術はもつとしても，製品開発技術はいまだ初歩的な水準である。日本の

多国籍巨大メーカーに比した資本力は弱小である。販売面では，割賦販売な

どの金融機能を兼ね備えた日本ブランド車の販売サービス網が立ちはだかる。

確立された日本ブランドとの実力差が大きすぎるだけに，カンゼンの挑戦が

どこまで持続可能かは予断を許さない。

　２．生産拡大にともなう地場部品企業の能力向上と限界

　日本ブランド寡占体制のなかの有力な地場一次サプライヤーの生産量は，

年間３０～５０万台分，最大手になると１００万台分を超えるまでに大規模化してい

る。インドネシアの機械工業の発展史において，地場企業がこれだけの大量

生産を経験するのは初めてのことである。こうした状況のもとで地場企業に

求められる能力は，一定の品質を保ちながら量産できる能力である。
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　日本の直接投資が大きな役割を果たしてきたインドネシアの工業部門では，

１９８０年代から日本の生産管理手法が導入されてきた。とりわけ機械工業では，

カイゼン，５�（整理，整頓，清掃，清潔，躾），��（品質管理）サークル，品

質・コスト・納期（���）の厳守，��工程表，��検査票などが，主に企業

間取引関係を通じて地場企業にも伝播し，学習されてきた。しかし，今回の

二輪車生産の急拡大においては，大量生産のなかでの品質管理の実践という

もう一段難易度の高い能力が要求される。

　この点でひとつの指標になるのは，製品不良率を用いた品質管理である。

筆者の地場部品企業調査では，ほとんどの対象企業が製品不良率を記録して

おり，７割の企業は不良率による目標管理を行っていた。プレス・溶接企業で

は不良率１％を管理の目安にしている場合が多いが，量産のなかで顕著な不

良率の低減を達成した例には�社の１８％（２０００年）から０�６５％（２００５年），�社

の１％（２００３年）から０�５％（２００５年），０�０４％に目標を設定している�社の０�６％

（２００４年）から０�０８％（２００５年）などがあった。他方，調査対象中１社だけだ

が，量産の悪影響が出ている例もあった。それはアルミダイキャストの�社

で，フル操業によりダイキャスト型のメインテナンス・更新が充分にできな

いために不良率が４％（２００５年）に上昇して目標の２％を上回った。しかし総

じてみれば，量産体制のなかでも品質管理の意識は保たれ，品質の維持・向

上のための活動を実践している企業が多い。ただし，不良率の検査標準はイ

ンドネシア国内での標準であって，輸出向け，すなわち日本における常識的

水準とは大きな格差があることには留意しなければならない。たとえば，不

良率０�５％を達成した上述の�社は，日本向け輸出では当初３０％の不良率を出

し，その後低減に努めてもいまだ３％であるという。

　不良率低減のカギを各社に問うたところ，生産管理システムの改善，従業

員の社内教育訓練などが挙がったが，それ以上に多く指摘されたのが金型・

ジグ・機械設備に関してであった。具体的には，金型の精度向上と保守，ジグ・

検査ジグの活用と定期的測定による保守，機械設備の性能向上と保守などで

ある。不良防止にジグ・検査ジグを積極的に活用する�社は，ジグの活用を

���



怠って不良品を出した担当者にそのロット分の弁償責任を負わせることにし

た。弁償責任はインドネシアではこれまでほとんど馴染みのなかった慣行で

ある。

　地場企業の金型・ジグへの関心の高まりは，彼らがジグはもちろん金型も

内製する度合いが近年高まっていることと関係があろう。調査対象の地場部

品企業のほとんどは，完成車企業からの貸与図に基づいて部品を製造してい

た。しかし，金型については，図９にみるように，発注者から全面的に金型

を貸与されている企業はごくわずかであった。しかも，金型をまったく貸与

されていない企業（内製のみ，または内製と調達）が４割以上を占めていた。金

型が発注者の貸与からサプライヤー側の内製・調達に移行しつつあることが

確認できる。金型の内製化傾向は，部品企業各社が金型製造コストを製品原

価計算に含める際の計算方法，すなわち発注者が金型コストを負担する方法

が多くの企業で定式化されていることからも裏づけられる（２０）。

　金型の内製化にともない，地場部品企業の多くはワークショップなどと呼

ばれる金型・ジグの設計・製造・保守を担当する専門部署を設け，そこに相

対的に技術水準の高い人材を配置する傾向がみられる。企業によっては，機

械設備の保守，品質管理・品質保証（����）などを同じワークショップま

たは併置された部署で扱い，さらに研究開発・設計の部署を設ける企業もあ

る。これらの技術部門に配置された人員を「技術職」と定義し，全従業員に

占める比率を算出した（図９）。すると，４％以下が４割強，８～１０％が３割弱

を占める一方，その間の４～６％，６～８％はより少ない。各社とも技術部門

を設ける傾向はあるものの，そこに多くの人員を配置するかどうかでは企業

の態度は二分化している。金型を内製している企業の約半数は技術部門をあ

まり重視していないことになる。これを学歴でみた「技術者」比率（技術系

大卒者＋工業専門学校［ポリテクニク］卒業者の全従業員に占める比率）と較べる

と，後者の水準は全体的に低く二分化も前者ほど明瞭ではない。このことは，

技術部門を重視する企業であっても学歴では「技術者」に達しない工業高校

卒業者などを登用している場合がかなりあることを示している。台湾はもち
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ろんタイでも企業内の「技術者」層が厚みを増し高学歴化してきているのと

較べると，インドネシアでは金型の内製化という実態に見合った人的資源の

量と質が確保されていない可能性がうかがえる。

　以上にみたように，地場部品企業は，彼らにとって未曾有の大規模生産の

なかでそれなりに能力を向上させている。そこでいう能力とは，量産にとも

なう品質の不安定化を制御する生産管理の能力である。一通り学習していた

日本の品質管理手法をベースに，金型・ジグを内製・保守して生産管理に効

果的に組み入れる能力を一部の地場部品企業が新たにもち始めたことは特筆

されてよい。

　一定の品質で量産できる生産技術・生産管理技術の獲得と能力形成はそれ

自体評価すべきことだが，その能力にはいくつかの限界がある。第１は，一

定の品質での量産技術は高性能な設備の導入によってある程度担保されるこ

とである。たとえば溶接では，大手・中堅各社が競うように溶接ロボットを

導入し，多い場合は１００台ものロボットを２週間ほどの訓練を施した契約労働

者に操作させている。設備投資さえすれば，人的ミスが激減して不良率が下

がるとこれらの企業は強調する。資金力で技術を「買う」発想が根本にあり，

その延長線上にあるのは高性能設備の大量購入，非熟練労働者の大量雇用に

よる水平的規模の拡大である。技術部門は軽視され，人的資源に能力が蓄積

される余地は限定されよう。
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図９　地場部品企業における金型の内製傾向と技術系人的資源

（出所）図６に同じ。
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　第２は，生産管理の能力が向上しているとはいえ，輸出機会が少ないため

に品質面での鍛錬が弱く，能力向上に限界があることである。前述の日本向

け輸出を開始した�社の例のように，地場企業の品質管理能力は国内では標

準以上であっても国際市場ではまったく通用しない可能性が大きい。しかも，

組付部品の直接輸出の機会を得られた�社は地場企業としては例外的な存在

であり，調査対象のなかで二輪車部品の輸出実績があるのは海外アフター

マーケット向けが２社，完成車企業を通じた間接輸出が４社のみであった。

この点に内需向けの日本ブランド寡占体制内の地場部品企業の弱点がある。

　第３は，輸出ばかりでなく国内市場の消費者クレームによっても，地場企

業の品質管理能力が鍛えられる機会が少ないことである。これには，インド

ネシア二輪車部品市場の二重構造が関係している。インドネシアの二輪車補

修部品には，日本ブランドの品質保証付きの純正部品のほかに非純正部品が

ある。後者は，日本ブランド寡占体制外の地場企業が製造し，補修部品専門

の店舗や市場，町の修理工場などで廉価で販売されている。両者の価格差は，

２００２年以降，中国製の部品が国産非純正部品の２～５割という破格の廉価で

流入し始めてから一段と拡大した。こうした状況下では，仮に日本ブランド

車の部品に不具合が生じても，クレームする手間よりも廉価な補修部品を購

入した方が早いとの判断が働く。また，新車を購入するとすぐに組付部品は

外しておき，中古車として売却する際に再び取り付けて資産価値を高めると

いう消費者行動もある。使い捨て同然の粗悪廉価品市場が存在するかぎり，

組付部品に対するクレームはなかなか出てこない。先にインドネシアの二輪

車市場の顧客は品質重視だと述べたが，より正確には，高品質ゆえに劣化し

にくい日本ブランド車の高い資産価値および交換価値が重視されている。使

用価値としては低品質の廉価品で充分という消費者意識が，消費者クレーム

の弱さの背後にある。

　そして第４は，日本ブランド寡占体制内にあるかぎり，量産技術は向上し

えても，設計能力・製品開発能力を求められることはないという根本的な問

題である。量産技術には，���を管理しつつ図面どおりに部品を製造する能
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力だけでなく，金型・ジグ・機械設備を保守・改良，時には設計する能力，

生産システムを設計・管理する能力も付随して要求される。しかし，外国ブ

ランドから離れて初めて頭脳を使う必要に迫られたというカンゼンの開発担

当者の言葉に象徴されるように，新製品開発に必要な能力との間には遠い距

離がある。設計・製品開発技術をともなわない量産技術には，能力の向上に

限界があると考えられる。

　３．利潤減少に対する地場部品企業の対応――利潤減少は革新を生むか

　インドネシア二輪車産業は，生産の急拡大と並行して利潤減少局面に入っ

たとみられることを第１節で指摘した。これに対応して，一定の品質での量

産だけでなく，生産コストの削減，新たな利潤の創出が二輪車生産に携わる

企業にとって喫緊の課題となった。利潤減少は革新の呼び水になる――すな

わち，収益性の悪化に直面した時に，経営能力の高い企業は単なる量的拡大

から質的向上に向けて何らかの革新を志向することを，園部・大塚［２００４��

４５�１４７］は日本，中国，台湾の経験から提示した。インドネシアの地場部品

企業は，利潤減少にどのような対応をみせ，何らかの創意工夫を試み，能力

の発揮・向上の機会となしえただろうか。

　利潤減少に対する対策として地場部品企業が挙げた項目を表３にまとめた。

回答が多かったのは，投入コストを節減する対応策よりも，生産システムを

見直して生産効率を上昇させることによるコスト削減策である。日本の生産

技術・生産管理技術の浸透がうかがえる。作業の工程数を減らすための金型

の改良，作業効率の向上や不良率の低下のためのジグ類の改良などは，培わ

れた生産技術を駆使した工夫といえるだろう。投入コストの節減策のなかで

は，機械１台当たりの人員を減らす省力化対策には作業標準や生産システム

の再設計をともなう。さらに，過剰品質の調整，原料組成設計の改良は，製

品設計の変更をともなう点で他の投入コスト節減策とは異質である。回答者

はそれぞれチェーン，ゴム部品の生産者で，完成車企業に対して一定の技術
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の独立性を有することなどの製品特性にも関係していよう。製品設計におけ

る彼らなりの創意工夫といえる。

　ただし，日本ブランド寡占体制のなかにあるかぎり，部品企業は不特定多

数の同業者や海外廉価品との競争からは守られている。原材料費上昇分の

７２％（サンプル平均）が価格転嫁によって吸収されており，サプライヤー側

が１０割近くを負担するのが通例であったとされる日本の経験に照らせば，コ

スト削減圧力は弱い。しかも，地場部品企業にとって設計・製品開発技術の

学習機会がない状況の下では，利潤減少への対応策が生産技術・生産管理技

術の範囲内での工夫にとどまっているのは当然のことであろう。

　利潤減少に直面する地場部品企業のなかには，新たな利潤源を企業内に創

造しようとする企業行動がみられる。その第１は，生産工程の統合による利

益率の引き上げである。たとえば，アルミダイキャスト大手の�社は，鋳造
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表３　利潤減少に対する地場部品企業の対策

生産管理システムを改善（カイゼン）

生産工程数を減少・効率化

高性能の新機械を導入

加工時間・型切り替え時間を短縮

ジグ・検査ジグ・検査システムを改良

在庫削減（カンバン）

省力化

レイアウトを効率化

製品差別化

過剰品質を調整

原料組成設計を改良

小ロット化

下請企業を有効利用

より安価な原料を調達

設備を省エネ化

燃料を石炭化

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

6

5

4

3

3

3

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

回答数対策

（注）複数回答あり。

（出所）図６に同じ。



工程だけでは利益率が４～５％まで低下したため，外注していた機械加工工

程を内製化し（利益率は１０％へ），さらに塗装とハブ等のサブアセンブリーまで

の工程を内製化して利益率を１８％にまで引き上げたという。鍛造・熱処理の

�社は，利益率の引き上げを狙って機械加工工程を内製化し，コネクティング・

ロッド等の二輪車部品や四輪車の補修部品などのための機械加工ラインを新

設した。こうした動きは，既存工程の薄利化を他工程の統合によって補い，

自社内の付加価値生産を高めることによって，日本ブランド寡占体制内での

自社の地位を上昇させる狙いがある。

　第２は，設計の自立化である。二輪車チェーンの�社は，１９８４年の設立と

同時に日本の大同工業と技術提携し，製品図面も金型も大同工業からの支給

で，日本４ブランドに製品を納入してきた。その後，金型はシンガポールの

金型メーカーからの輸入に切り替え，２０００年にシンガポールの同社の指導を

受けて金型の設計・製造を自社で開始した。二輪車チェーンの利益率は１０％

（２０００年）から６％（２００５年）へと低下傾向にあるため，２００３年に工業用チェー

ンに新規参入した。二輪車チェーンはいまだに大同工業からの図面で製造し

ているが，工業用チェーンはこれを応用して自社で設計・製品開発を行った。

この�社は，チェーンという特定の製品技術を蓄積し，主力製品の薄利化を

きっかけに新製品の自主設計・製品開発に成功した，数少ない革新の事例と

いってよいであろう。チェーン・メーカーとして獲得した能力の発露は，結

果的に脱二輪車であり，日本ブランド寡占体制からの自立化であったという

事実は示唆的である。

　第３は，製品の多角化である。特定の製品技術の蓄積をもとに新製品を開

発した�社を技術的連続線上の多角化とすれば，技術蓄積を基礎にしない利

潤追求動機による多角化もある。�社は，二輪車部品業界の最大手のひとつ

でありながら，同事業は薄利多売とみており，中長期的により高利潤を見込

めると目される事業に多角化した。それは，供給不足の見込まれる建設用機

械の部品である。利潤の源泉は，特定技術の蓄積に基づく能力発現ではなく，

市場の将来動向から利潤機会を的確に読むこと，そして高性能の機械を大規
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模かつ効率的に活用することにあるという発想である。ただし，発想は対照

的ながら，脱二輪車を志向する点では�社と共通している。

　二輪車産業の利潤減少傾向に対して，新たな付加価値の創造によって対応

しようとする地場部品企業の行動は，日本ブランド寡占体制内での地位向上

か，あるいはその体制からの自立・離脱という方向を示していた。そのなか

で，製品開発能力を獲得してひとつの革新にいたったと評価できる事例は，

日本ブランド寡占体制からの自立かつ脱二輪車を意味していた。日本ブラン

ド寡占体制の内部で地場企業が自社の能力を向上させて技術的な革新にいた

るのは容易ではないことが示唆される。

　４．二輪車生産に牽引された素形材・金型産業の基盤拡大

　二輪車生産の急拡大がもたらしているのは，一定の品質で量産できる地場

企業の能力の向上だけではない。いまひとつ注目すべきは，機械工業の基盤

である素形材・金型産業の拡大であり，そこにおける地場企業の役割である。

　インドネシアでは，鋳造，鍛造などの素形材産業，金型，熱処理，メッキ，

ジグ，精密工具などの素形材関連産業（２１）は，中国やインドはもとよりタイや

マレーシアなどの周辺諸国に較べて弱体であり，インドネシアの産業構造の

欠落点ともいわれてきた。そこにようやく生産拡大や新規参入といったダイ

ナミックな変化が現われている。

　表４に，二輪車部品生産にかかわる素形材・関連企業の現状を整理した。素

形材のなかではプレス・溶接が，現地調達状況，企業数，地場企業比率から

みて最も国内での発達度が高い。それに次ぐのが，アルミダイキャスト（２２），

機械加工である。他方，鍛造と熱処理はいまだ輸入および日系企業に頼る割

合が高い。地場企業のなかには，いずれかの素形材工程を専門にしながらも

複数の工程を統合する動きがみられることはすでに触れた。一握りの大手地

場企業が大規模化し工程の統合度を高めつつある。それとは逆に，メッキ，

金型などの関連産業では，むしろ専業化の傾向が現われている。メッキは，
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中小規模を中心にメッキ専業の地場企業が増加している。金型もまた，完成

車企業・部品企業が内製するだけなく，内製と外販の兼業，さらには外販の

みの金型専業企業が２０００年以降にわかに増加してきた。

　インドネシアで金型を製造する企業の総数は少なくとも５００社あり，そのう

ち二輪車部品にかかわる金型の製造企業は７～８割の３５０～４００社に達すると

推定される（２３）。二輪車産業の需要が，金型産業の成長にとって大きなインパ

クトをもっていることがわかる。より大型で精度を要求される四輪車用の金

型は大半が主に日本から輸入されているのに対し，二輪車用金型は２００５年現

在これら３５０～４００社が内需の約５割を満たし，残りは主に台湾から輸入され

ている。このなかで金属加工用の金型（プレス型，ダイキャスト型，鍛造型）

を製造している金型企業（金型専業または内製・外販兼業）は５０社程度とみら

れる。

　筆者はそのうちの金型専業企業３社を訪問調査した（付表参照）。３社は

１９９４～２００１年設立の新興企業で，従業員４５～９０人の中規模企業だが，日本ブ

ランド二輪車の完成車企業または日系一次サプライヤーから金型を受注して

いる。地場部品企業とは異なり，売上高利益率が部品企業平均の２倍近い

２０％程度と高水準で，しかも低下傾向にはない。�社は，日系完成車企業に

１２年勤め金型図面の作成を担当していた技術者１人が金型技術の源泉であり，

同完成車企業から直接金型図面を貸与されて金型を製造している。所有経営

者は１９７０年生まれと若く，工作機械をリースで揃えているが，金型の知識は

ない。�社は，工業高校出身で機械加工を専門とする所有経営者がインド人

の鍛造専門家を招聘し，主に熱間鍛造金型を日系・地場一次サプライヤーか

ら受注している。創業４年の�社では，中心的技術者は家庭用品の樹脂成形

用金型を扱った職歴のある程度だが，日系完成車・部品企業６社以上から鍛

造金型などを受注している。所有経営者は金属加工業へは初めての参入であ

る。有力な地場部品企業の所有経営者に華人が多かったのとは異なり（付表

参照），３社ともプリブミ（先住のマレー系住民）の所有経営者だが，日本製・

台湾製の機械設備を一通り揃える資金力を有している。
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　この３社のサンプルが金型専業企業の平均的な姿を示しているとはいえな

い。だが，少なくともこの事例は，新興の地場金型専業企業が日本ブランド

の二輪完成車・部品企業に直接金型を納入できていること，しかしそうした

企業の金型専門技術はわずかな経験に依拠していることの証左にはなる。こ

こでは金型は日本のような「熟練技能の塊」ではなく，より装置産業の産物

に近い（２�）。こうした地場企業が金型産業に新規参入できたのは，タイなどと

違ってインドネシアには日本の金型メーカーがほとんど進出していないとい

う空隙があったこともひとつの要因であろう。

　インドネシアにおける金型産業の勃興は，インドネシア二輪車生産の拡大

がもたらした裾野産業牽引効果を象徴する現象と考えられる。部品需要の増

大にともなって，当初は日系完成車・部品企業が輸入していた金型をこれら

日系企業が内製し始め，地場部品企業も貸与から内製に切り替え，さらに金

型を専業とする地場企業が簇生してきた。この変化が比較的短期間のうちに

進んだ。つまり，短期間のうちに金型製造に関する知識が日系企業から地場

企業に波及した。そして，本来は企業特殊な金型の設計・製造技術が，部品

生産から切り離されて金型取引ネットワークを形成し始め，二輪車産業に

とっての基盤を形成しつつある。金型をはじめとする素形材・関連産業は，

二輪車産業だけでなく，インドネシアの機械産業にとっての技術的基盤を提

供し得る。表４に，四輪車などの他産業を兼業する大手企業の比率を示した

が，熱処理，金型では（おそらくメッキでも）かなりの高さ，プレス・溶接，

アルミダイキャスト，鍛造でも３０～４０％台の兼業比率がある。また，調査対

象の地場二輪車部品企業の７６％が，生産比率はそれほど高くないにせよ，四

輪車部品を手がけている（付表）。

　こうした機械産業のダイナミズムを模式的に表したのが図１０である。イン

ドネシアの機械産業は，素材・素形材産業がないところに組立産業が外資に

よってもち込まれるところからスタートし，部品産業の育成が図られてきた。

素材・素形材産業の広い裾野に完成車製造業が支えられている日本の機械産

業とは逆に，インドネシアの場合は二輪完成車製造業から素材産業にかけて

���



発達の度合いが低くなる逆三角形の産業構造となっている。これは，産業資

源の蓄積が浅く，川下部門の輸入代替から工業化を開始した�����諸国など

の発展途上国に共通する構造であろう（第１章第２節参照）。２０００年以降の二

輪完成車生産の拡大と部品調達の現地シフトは，二輪車部品の国内需要を急

拡大させ，素形材産業，金型などの素形材関連産業の発達を大いに刺激した。

これが図に示した①後方連関効果である。

　ここでいう後方連関効果には，前節までの観察をも踏まえると，次の効果

が含まれよう。二輪完成車生産の拡大は，�部品生産の量的拡大を誘発する

とともに，�部品の量産と品質管理を両立させるための生産技術を向上させ，

部品生産の生産性を上昇させた。�既存の有力部品企業は工程間統合や在庫

管理などによって大規模化，高付加価値化し，�金型，メッキなどでは，経

験者のスピンアウトや他業種からの新規参入によって専業の中小企業が興り，
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図10　後方連関効果と前方連関効果の循環による産業発展

機械製造業四輪車等 二輪完成車製造業

二輪車部品製造業

前方連関効果 後方連関効果
素形材産業

（プレス，鋳造，鍛造）

素形材関連産業

（金型・ジグ・工具，

メッキ，熱処理

素材産業

①

③

②②’

（出所）筆者作成。



分業ネットワークを形成しつつある。これらの変化が，複数の完成車企業が

立地するジャカルタ東部を中心として半径４０��以内のジャボタベックと称

される首都圏内に集中して起きている（２５）。

　以上のような部品・金型等の素形材・関連産業の発達は，翻って二輪完成

車製造業に対する投入財の供給をより充実させ，完成車生産の生産性を上昇

させてさらなる生産拡大を支える効果をもつ（②前方連関効果）。と同時に，素

形材・関連産業の一部は四輪車などの他の機械製造業に対しても多様な投入

財を供給し，生産拡大の基盤を提供する（②’前方連関効果）。四輪完成車生

産が拡大すれば，その部品需要が素形材・関連産業にさらに大きな刺激を与

える（③後方連関効果）という，後方連関効果と前方連関効果の循環による産

業発展パターンを想定することができる。図１０に描かれた循環の矢印が，や

がては逆三角形の最下部，すなわち現在輸入依存度の高い輸送機器用鋼板な

どの素材産業を巻き込むまでに広がりをみせるかどうかは，現段階では不明

である。しかし，インドネシア機械産業におけるこの後方・前方連関効果の

循環ダイナミズムの端緒を開く役割を，２０００年以降の二輪車産業が担ったこ

とは確かであろう。

おわりに

　本章は，２０００年以降のインドネシア二輪車産業の拡大局面に焦点を当て，

地場企業の能力形成について論じてきた。二輪車生産の急拡大と日系完成車

各社による部品調達の現地シフトは，国内部品産業に未曾有の大規模生産と

いうインパクトをもたらした。日系部品企業のみならず，地場部品企業にも

「日本ブランド寡占体制」が深く浸透し，その体制内で地場部品企業は一定の

品質で量産する生産技術・生産管理技術を獲得することができたと評価でき

る。具体的には，大量生産にともなう品質の不安定化を制御する能力，ジグ

や金型を内製・保守・改良してそれを生産管理に効果的に活用する能力など
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が向上した。地場部品企業の多くがすでにカイゼンや５�に始まる基礎的な

生産管理技術を習得していたことも，生産拡大に呼応した能力向上を可能に

したと考えられる。インドネシア二輪車産業における日本ブランド寡占体制

は，一定の品質での量産技術において地場企業の能力向上を牽引する役割を

果たしている。この点でインドネシアの数歩先を行くのが，より擬似日本的

な生産体制の下で，より高度な生産技術・生産管理技術を獲得し，より安定

した高い品質での生産を実現しているタイの地場企業であろう。

　その一方で，インドネシア二輪車産業の日本ブランド寡占体制の下では能

力向上に限界があることも明らかになった。そのひとつは，輸出経験や顧客

クレームなどの品質面での鍛錬の機会，同業他社との競争機会が限定的で，

利潤減少期といえどもコストダウン圧力が相対的に弱いことである。そのた

め，地場企業はもう一段高い生産技術の獲得へと向かうインセンティブを欠

いている。もうひとつは，設計能力，製品開発能力を養う機会がほとんど与

えられないことである。この点には，基本性能が世界標準化していて技術革

新の余地が極めて限定されているという二輪車の製品特性も関係していよう。

その結果，日本ブランド寡占体制内では地場企業による製品開発能力の獲得

や技術革新は容易には起こりえないという傾向が現れる。この傾向は，日本

の浜松やタイの地場部品企業とも共通している（第３章，第７章参照）。実際，

特定の技術的蓄積のうえに立った設計・製品開発能力の発露は，すなわち脱

「体制」・脱二輪車であったか，あるいは地場ブランド，カンゼンのように

「体制」の外側において初めて可能であった。ただし，同じ二輪車産業の土俵

上にあるかぎり，インドネシアのような産業資源の蓄積の浅い国の，カンゼ

ンのような資源蓄積の未熟な後発の参入者にとっては，成熟した二輪車技術，

確立された日本ブランドはキャッチアップを阻む高い障壁となる。テイ

（����［１９９７��１２９�１３１］）は，アストラ・グループ内の二輪車組立事業に関する

１９９６年時点での観察から，地場企業は生産に関する操作能力，工程・製品の

部分的改造能力は獲得できても，設計能力，全面的改造を行う革新的能力は

外国ブランド保持者への技術的依存性ゆえに獲得が妨げられていると結論づ
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けた。２０００年以降の大きな環境変化を経ても，今なおこの結論は妥当すると

考えられる。

　以上は，個々の地場企業のなかに蓄積される能力・知識の向上とその限界

についての分析結果だが，二輪車生産を支える産業基盤に視野を広げると，

二輪車産業は後方・前方連関効果の循環的産業発展ダイナミズムの端緒を開

き，地場企業に成長機会を与える役割を担っていると考えられる。２０００年以

降の二輪車生産の急拡大は膨大な部品需要を生み出し，部品の量産と生産技

術の向上を実現した。そのなかで素形材の複数の工程を統合して大規模化す

る地場部品企業が現われた。また，金型，メッキ，精密工具などの素形材関

連産業では，部品企業による内製に加えて，中小企業の専業化と分業ネット

ワークが形成される兆しがみえる。素形材・関連産業に大規模化，分社化，

スピンアウト，専業化，新規参入などの多様な変化が生まれ，全体として産

業基盤が拡大している。これらの複合的な効果を，本章では後方連関効果と

総称した。その産業基盤はまた，投入財供給の拡大と多様化を通じて二輪完

成車生産，さらには並行して拡大しつつある四輪完成車生産の生産性を上昇

させるという，前方連関効果をもたらしていると考えられる。二輪完成車生

産の拡大をひとつの契機としたこの循環的発展ダイナミズムは，ジャボタ

ベックと呼ばれる首都圏を舞台にした空間的な産業集積をともなった現象で

もある。インドネシアの素形材・関連産業には日系企業の進出が少なかった

がために，金型専業企業やカンゼンのサプライヤーにみるように，地場企業

にとって新規参入が可能であった。能力・知識の蓄積は浅いにせよ，こうし

た地場企業発展の芽を今後に活かすことが重要である。

　インドネシアの二輪車産業には今後，日本ブランドとは異なる市場セグメ

ントを狙って，インドの地場メーカーの新規参入，中国ブランド車の再上陸

の可能性がある。いずれも当面は日本ブランド寡占体制を大きく揺るがすこ

とはなかろう。しかし，カンゼンによる国内外の部品調達ネットワークの創

造が示唆するように，プレイヤーの多様化は，日本ブランド寡占体制の閉鎖

性を変容させ，体制内外の地場企業や素形材・関連産業に新たな刺激を与え
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るかもしれない。インドネシアの二輪車産業は，その規模の大きさだけでな

く，企業の能力形成の中心的舞台として，今後もしばらく産業発展のダイナ

ミズムを生み出すひとつの源泉であり続けるであろう。

〔注〕――――――――――――――――――――――

�　二輪車産業が製造業部門に占める比重は，中国０�４％（２００３年），インド２�６％

（２００１年），台湾０�８％（２００３年），タイ１�５％（２００２年），ベトナム１�９％（２０００年）

であった（佐藤・大原編［２００５］）。ちなみに日本は０�４％（工業出荷額に占める

二輪車産業生産額の比率，２００４年）。

�　タイ政府は１９９１年に四輪車・二輪車の���輸入関税を引き下げ，１９９３年に組

立事業への参入制限を撤廃し，１９９６年には二輪車の完成車輸入を解禁した。一

方，インドネシア政府は１９９３年に一定の国産化率を満たす条件の下で自動車部

品関税引き下げ政策を導入した。この政策は���（世界貿易機関）により

����（貿易関連投資措置）協定違反として撤廃を勧告され，撤廃期限である

１９９９年に���および原材料の関税引き下げ，完成車輸入の解禁，国産化規制

の撤廃などの自由化政策に転換した（石川［２０００］）。

�　２０００年以前に現地組立を開始していた中国嘉陵工業有限公司（�������）に加え，

２０００～２００１年に生産を開始した中国の建設（�������），銭江（���������），軽

騎（������），宗申（��������）（以上，合弁形態），金城（��������），力帆

（�����），隆�（������），春蘭（�������），大陽（������），および韓国第２

位の二輪車メーカーの暁星（�������）（以上，技術供与）などを指す。

�　ホンダの完成車企業���������	
����
�
�での聞き取り調査に基づく（２００４

年９月２４日）。

�　中国車ブームについてはタルミディ［２００３］，山下［２００３］を参照。

�　完成車企業の利益データは入手できなかったので，地場部品企業２２社（付表

２５社のうち金型企業３社を除く）のデータに基づいて算出した。したがって，

完成車企業の利潤が減少している確証はないが，部品生産を含めた二輪車産業

としての傾向をみることにする。

�　インドネシア市場に低価格車戦略をもち込んだスズキの完成車企業���

���������	
����	�������������の当時の日本人トップ松永和己副社長へのイン

タビュー記事「在アジア自動車メーカートップに聞く（第４回）：フレキシビ

リティでチャンスをつかむ――自動車政策への適応を弾みに」

（『����������』２００１年１１月号）を参照。

�　二輪車部品国産化政策について詳しくは����［１９９７］を参照。

�　クラッチやエンジンバルブのように，部品によっては１社で日本４ブランド

すべてに納入する全ブランド兼業型もある。
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�　日系部品企業６社での聞き取り調査（２００４年９月）に基づく。たとえば，電

装品の企業は内製率が５０％と高いが，１７％（残りの３３％は輸入）を二次サプラ

イヤー１００社から現地調達し，うち３０社，調達額の８割が日系企業である。一

方，クラッチの企業は内製（３６％）よりも現地調達（５４％）の比率が高く（１０％

は輸入），現地調達先３０社のうち２５社が日系企業である。

�　日系完成車企業３社および地場ブランド完成車企業１社での聞き取り調査，

�����（四輪・二輪車部品工業会）［��������	
���］，�����������	�
�［２００４］，

����������	
����
�	［��������	
���］，��������［２００２］など各種ダイレク

トリー，既存の調査（����［１９９７］，����［１９９８�］）を総合して推計した。

�　ホンダの一次サプライヤー数は����［１９９７��１２０］によれば１９９６年に１８８社だ

が，２００４年には１３２社（表２）である。この間に日系サプライヤー数は増える

傾向にあった。

�　調査対象サンプルは，金属加工業を中心に，ジャボタベックと称される半径

約４０��の首都圏に立地する企業のなかからランダムに選び，調査の受諾が得

られた企業から訪問した。規模や業態を分散させるために二次サプライヤー

等もサンプルに加えた。調査は，調査票を用い，社長または工場長・生産責任

者との面談および工場視察を行いながら筆者自身が調査票に記入する方法を

採った。

�　しかし，特定ブランドへの完全な専業とはならず，意図的に他のブランドと

の取引も直接・間接に保持している場合が多い。その理由についてある部品企

業は「特定ブランド完成車企業に従属しすぎることなく，対等なパートナーと

しての交渉力を保つため」と述べている。

�　家庭用品製造のサネックス・グループと中国の銭江摩托車集団の合弁企業が，

家庭用品で知名度のあるサネックス（�����）ブランドで，銭江の設計による

二輪車を生産する。生産台数は２００２～２００３年に年１２万台であった（佐藤・大原

編［２００５�３７６］）。

�　キムコとピアジオはインドネシア二輪車工業会（����）に加盟しており，生

産販売データが入手可能で，生産がカンゼンを下回ることを確認できる。しか

し，その他の中国・韓国との提携二輪車の２００４～２００５年の企業別生産データは

入手できない。２００３年時点でカンゼンを上回っていたのは中国の銭江のほか，

嘉陵，韓国の暁星など４ブランドだが（佐藤・大原編［２００５�３７２－３７７］），いず

れもその後生産が減少している可能性がある。

�　カンゼンの完成車企業���������	�
���	����������の取締役，兼エンジン製

造企業���������	�
�����
�����の社長タウフィク・ヒダヤットからの聞き

取り調査に基づく（２００５年９月２０日）。

�　���������	��	
����	�（国民の格別なる威信）の略。スハルト大統領（当時）

が自ら命名した。

���



�　アストラ・グループの１９６９年以来の日本企業との緊密な関係，日本の経営手

法の学習と消化の過程については，佐藤［１９９５］，����［１９９８�］を参照。

�　プレス型ならば５年または３０万ショット，ダイキャスト型ならば２年または

１０万ショットなどと償却基準を決め，製品１個当たりの型費を算出して製造コ

ストに上乗せする方法が多い。

�　（財）素形材センターは，素形材を「素材に熱や力が加えられ，形が与えら

れた部品や部材」と定義し，素形材産業として鋳造（鉄鋳物，非鉄鋳物，ダイ

キャスト），鍛造，金属プレス，粉末冶金を，素形材関連産業として金型，金

属熱処理，鋳造・鍛圧機械，工業炉，工具類を挙げている（����������	
��
���

および素形材センター［１９８９］）。

�　竹本［２００６］の推計によれば，インドネシアの鋳物生産量（２００５年）は４０万

トンで，鉄鋳造と非鉄鋳造（主にアルミダイキャスト）が５割ずつを占め，前

者は四輪車産業，後者は二輪車産業の拡大で急増しているという。約２０万トン

の非鉄鋳物生産のうち，約８万トンが組付部品生産，残りは補修部品市場向け

と推計されている。

�　インドネシアは金型の原料である特殊鋼（工具鋼）を１００％輸入に依存して

おり，特殊鋼の輸入を扱う企業は４社（日系２社，日本との技術提携による地

場１社，スウェーデン系１社）しかない。この４社の顧客数を単純に合計する

と約１１００社，重複を差し引くと少なくとも５００社程度の金型製造企業が国内に

存在するとみられる。日系特殊鋼企業２社での聞き取り調査に基づく（２００５年

９月２２日，２３日）。

�　水野編［２００３］は，金型を「装置産業と熟練技能の組み合わせ」とし，熟練

技能で優位にあった日本が韓国・台湾の装置産業的な金型産業に追い上げられ

ていると論じた。

�　�は��������	［１９５８�９８�１０８］が定義した後方連関効果で，技術（投入係数）

一定の下で最終財生産が投入財生産を誘発する効果，一方�は技術進歩をとも

なう動学的変化で，人的資本の蓄積による場合もあれば，機械設備の高性能化

による場合もある。�は生産工程の追加・統合をともなう動学的変化で，企業

組織が変化する。���は基本的に経済的取引の結果として生じる連関効果

である。これに対して，�は主に経済取引の外で生じる知識外部性や集積の経

済に基づく後方連関効果（��������［１８９０］，�������［１９９１］，���������	�

�������［１９９５］），すなわち最終財生産企業の集積が投入財企業の集積を誘引

し，専業企業の分業ネットワークの形成を促す効果を指している。ただしここ

でいう�は空間的な集積の誘引だけでなく，業種の垣根を越えた参入の誘引と

いう意味をも含んでいる。他業種からの二輪車部品産業への参入については，

本書第４章も「吸い寄せ型」創業として指摘している。
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